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大
規
模
災
害
時
に
被
害
を
最
小
化
し
、
早
期
回
復
力
を
備
え
た
社
会
を
構
築

す
る
た
め
に
は
、
災
害
対
策
を
ト
ー
タ
ル
デ
ザ
イ
ン
し
、
社
会
の
事
前
・
応
急
・
復

旧
・
復
興
対
応
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
基
盤
技
術
を
開
発
す
る
。

個
別
の
研
究
分
野
で
し
か
現
時
点
で
は
活
用
さ
れ
て
い
な
い
社
会
動
態
に

関
す
る
個
々
の
観
測
デ
ー
タ
（
人
・
組
織
・
社
会
基
盤
・
社
会
サ
ー
ビ
ス
等
に
関

す
る
情
報
）
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
、
社
会
の
観
測
網
と
し
て
活
用
し
な
が
ら
関
係

府
省
と
も
連
携
し
て
研
究
を
進
め
る
。

○
社
会
の
観
測
網
に
よ
る
複
数
種
類
の
観
測
デ
ー
タ
を
組
み
合
わ
せ
た
研
究

○
大
規
模
災
害
に
よ
る
社
会
の
動
態
の
収
集
・
解
析
・
予
測
技
術
の
開
発

○
社
会
の
観
測
網
を
活
用
し
た
「
緊
急
社
会
速
報
（
仮
）
」
等
を
可
能
と
す
る
技

術
の
開
発

○
第
4
期
科
学
技
術
基
本
計
画
(抄
)（
平
成
2
3
年
8
月
閣
議
決
定
）

安
全
か
つ
豊
か
で
質
の
高
い
国
民
生
活
の
実
現
の
た
め
、
自
然
災
害
を
は
じ
め
と
す
る
様
々
な
災
害
等
か
ら
人
々
の

生
活
の
安
全
を
守
る
た
め
の
防
災
、
減
災
に
関
す
る
研
究
開
発
の
推
進
が
課
題
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。

○
東
日
本
大
震
災
を
踏
ま
え
た
今
後
の
科
学
技
術
・
学
術
政
策
の
在
り
方
に
つ
い
て
（
抄
）
（
平
成
2
5
年
1
月
建
議
）

災
害
後
に
生
活
を
速
や
か
に
回
復
す
る
た
め
の
、
総
合
的
、
学
際
的
な
、
社
会
の
復
元
力
を
考
慮
し
た
復
興
対
策
が

重
要
で
あ
る
。

○
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
総
合
戦
略
（
抄
）
（
平
成
2
5
年
6
月
総
合
科
学
技
術
会
議
決
定
）

官
民
を
挙
げ
て
、
災
害
に
強
く
国
民
が
安
全
・
安
心
を
実
感
で
き
る
レ
ジ
リ
エ
ン
ト
な
国
土
を
形
成
す
る
こ
と
が
、
当
面

取
り
組
む
べ
き
。
世
界
に
先
駆
け
た
次
世
代
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に
向
け
て
、
大
規
模
自
然
災
害
等
か
ら
国
民
の
生
命
・

財
産
や
産
業
を
守
る
た
め
、
ソ
フ
ト
・
ハ
ー
ド
の
両
面
を
併
せ
た
力
強
く
し
な
や
か
な
イ
ン
フ
ラ
を
官
民
連
携
し
な
が
ら
構

築
す
る
｢レ
ジ
リ
エ
ン
ト
な
防
災
・
減
災
機
能
の
強
化
｣を
重
点
的
課
題
と
し
て
設
定
。

背
景

事
業
概
要

期
待
さ
れ
る
効
果

参
考

○
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
に
つ
い
て
の
状
況
認
識
の
統
一
へ
の
貢
献

○
大
規
模
災
害
に
よ
る
被
害
か
ら
の
早
期
回
復
へ
の
貢
献

・
国
の
策
定
す
る
防
災
計
画
や
地
方
自
治
体
が
策
定
す
る
地
域
防
災
計

画
の
検
討
等
へ
の
貢
献

・
個
人
の
防
災
意
識
の
向
上
に
貢
献

○
平
成
2
3
年
の
東
日
本
大
震
災
で
は
、
こ
れ
ま
で
進
め
ら
れ
て
き
た
耐
震
化
な
ど
の
防
災
対
策
が
一
定
の
成
果
を
あ
げ
た
も
の
の
、
津
波
災
害
を
は
じ
め
多
く
の
被
害
を
受
け
た
。
こ
れ
に

よ
り
、
東
日
本
大
震
災
の
よ
う
な
大
規
模
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
被
害
を
完
全
に
防
ぐ
こ
と
は
難
し
く
、
発
災
後
の
早
期
の
回
復
を
い
か
に
実
現
す
る
か
が
課
題
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か

と
な
っ
た
。

○
内
閣
府
が
公
表
し
て
い
る
南
海
ト
ラ
フ
で
巨
大
地
震
が
発
生
し
た
場
合
の
被
害
想
定
に
お
い
て
は
、
最
悪
の
パ
タ
ー
ン
に
お
け
る
最
大
被
害
（
想
定
死
者
数
約
3
2
万
人
）
と
と
も
に
、
最
大

限
の
防
災
対
策
等
を
見
込
ん
だ
場
合
の
被
害
も
推
定
し
て
い
る
が
、
約
6
万
人
と
な
っ
て
お
り
、
多
数
の
犠
牲
が
出
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
。

○
防
災
対
策
の
う
ち
、
想
定
さ
れ
る
災
害
に
抗
す
る
対
策
が
中
心
と
な
る
が
、
そ
れ
を
超
え
る
大
規
模
災
害
が
発
生
し
た
場
合
、
被
害
を
完
全
に
防
ぐ
こ
と
は
極
め
て
困
難
で
あ
る
た
め
、
被

害
を
可
能
な
限
り
小
さ
く
す
る
と
と
も
に
、
早
期
に
回
復
す
る
こ
と
が
重
要
。

レ
ジ
リ
エ
ン
ト
な
社
会
の
実
現
に
向
け
た
社
会
防
災
シ
ス
テ
ム
構
築
の
た
め
の
基
盤
技
術
開
発

平
成
2
6
年
度
概
算
要
求
額

（
調
整
中
）

○
人
・
組
織
・
社
会
基
盤
・
社
会
サ
ー
ビ
ス
等
の
複
数
の
要

素
間
で
の
脆
弱
性
評
価
手
法
の
開
発

○
被
災
者
全
体
の
動
態
把
握
技
術
と
建
物
の
損
傷
把
握
技

術
に
よ
る
街
全
体
の
被
害
把
握
技
術
の
開
発

○
被
災
地
の
復
興
過
程
の
定
量
的
評
価
手
法
の
開
発

社
会
サ
ー
ビ
ス

情
報

・
医
療
情
報

・
福
祉
情
報

社
会
基
盤

情
報

・
イ
ン
フ
ラ
情
報

・
建
物
情
報

人
・
組
織
の

情
報

・
人
の
位
置
情
報

・
S

N
S
等
の
投
稿

情
報

3

外
力
情
報

・
地
震
・
火
山
等

の
自
然
観
測
情

報

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・
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事前評価票 

 

（平成２５年８月現在） 

１．課題名 レジリエントな社会の実現に向けた社会防災システム構築のための基盤技術

開発 

２．開発・事業期間 平成２６年度 ～ 平成３０年度（５年間） 

３．課題概要 

大規模災害時に被害を最小化し、早期回復力を備えた社会を構築するため、災害対策

をトータルデザインし、社会の事前・応急・復旧・復興対応を効果的に推進するために

必要な基盤技術を開発する。個別の研究分野でしか現時点では研究には活用されていな

い社会動態に関する個々の観測データ（人・組織・社会基盤・社会サービス等に関する

情報）をネットワーク化し、社会の観測網として活用しながら関係府省とも連携して研

究を進める。 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

近い将来発生することが懸念される大規模災害への備えは日本にとって喫緊の課題で

あり、大規模災害時の被害を可能な限り小さくするとともに、早期に被害から回復する

ため、社会の事前・応急・復旧・復興対応を効果的に推進するための基盤技術の開発は、

社会的意義、経済的意義が極めて高い。これまでの災害対策で想定する被害は、被災直

後の被害の一面を切り取って捉えることが多いが、早期に災害から回復するためには、

事前・応急時の対応に加えて、被災後に発生する関連死や生活への影響、社会経済全体

に対する災害の影響等の復旧・復興時に発生する被害についても、総合的に捉えた研究

が必要である。 

これらの基盤技術の開発は、民間主導で実施することは困難であり、国費を用いた研

究開発として戦略的に実施する必要がある。 

 

（２）有効性 

社会の動態に関する個々の観測データ(人・組織・建物・インフラ・社会サービス等に

関する情報)のネットワーク化によって、防災研究に役立つ様々なデータの公開が促進さ

れ、防災研究の更なる進展が期待される。本事業の成果の実用化を通して災害発生時の

初動の向上、防災行政への社会還元や個人の防災意識の向上に貢献すると考えられる。 

なお、有効性を担保するため、これまで防災との関わりが少なかった分野も含め、理

学・工学・社会科学等の幅広い分野の研究者、企業や行政等の実務者が事業に参画する

体制を構築することが重要である。 
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（３）効率性 

近い将来の発生が懸念される大規模災害への対応のため、現在進行形で進みつつある

東日本大震災の災害対応に関する研究を行うことは非常に重要である。 

効率性を担保するため、企業等のステークホルダーと受託研究機関がそれぞれ連携し、

情報共有を密にして事業を実施するとともに、複数の研究機関が受託する場合は、受託

研究機関同士の情報共有を進めるべきである。また、社会への成果の実装を目指し、開

発する技術・手法の最終的な利用形態を考慮した研究体制を地域スケールに応じて構築

することに留意すべきである。 

 

５．総合評価 

近い将来の発生が懸念される大規模災害への対応のため、東日本大震災等の災害対応

過程を科学的にモニタリングしながら、災害対策をトータルデザインすることを目指す

本事業は極めて重要なものであり、推進すべきと考える。 

なお、理学・工学・社会科学等の幅広い分野の研究者、企業や行政等の実務者が事業

に参画する体制を構築するとともに、企業等のステークホルダーと受託研究機関との連

携や受託研究機関同士の情報共有を進めるべきである。また、社会への成果の実装を目

指し、開発する技術・手法の最終的な利用形態を考慮した研究体制を地域スケールに応

じて構築することに留意すべきである。 

 

 
 


